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都市の代謝における地域熱供給
生命体の代謝と同じく、都市もエネルギーを取り入れ

る代謝を行なっており、地域熱供給（地域冷暖房）は都市

の体温を維持するための循環器系統に例えることができ

る。また、陳腐化、劣化を防ぐために、発展にあわせて

有機的に変化、成長させていく新陳代謝が都市には不可

欠であり、地域熱供給も都市の代謝にあわせて発展、高

効率化しなくてはならない。

丸の内熱供給のネットワーク化とスパイラルアップ
生命の各器官が相互に繋がり補完しあうように、地域

熱供給のネットワーク化は補完機能としての有効性が高

い。熱供給プラントにおける熱負荷ピークは短時間であ

め、補完の効果が高いのである。

図1のように、事務所ビル中心のエリアのプラントで

は、冷熱ピークの50％以上の負荷は、年間積算時間の

10％以下にしかならない。仮に総合効率1.0のAプラン

ト、1.2のBプラントという同容量の2プラントがあった

場合、ネットワーク化して連携させれば、50％以下の負

荷部分は効率の良いBプラントで運転できる。単純平均

では効率1.1になるところが、連携運転によって全体効

率は1.19にできる（図2）。プラント改修を行なわなくて

も、連携するだけで2プラントの供給エリア全体が高効

率プラントに近い効率で運転できるようになるのである。

同様に、総合効率1.0のCプラントを加えた3プラン

トで連携しても全体効率は1.18となり、一番高い全体効
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図 1　年間プラント冷熱供給の特徴（当社事例） 図 2　2 プラント冷水連携を行なった場合の運転配分
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Aプラント　効率1.0　

ネットワーク化

Aプラントでピークのみ
追掛け運転
約7％処理

効率の高いBプラントを
優先的にベース運転
約93％処理
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Bプラント　効率1.2　

7％×1.0＋93％×1.2＝1.19＞1.1（1.0＋1.2）/2

全連携すると1.19で高効率プラントに近づく

り、年間を通して部分負荷の状態が非常に長いた
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高効率熱源機が開発されても償却前に熱源をリニュー

アルすることはできないが、高効率熱源を持つプラント

と連携すれば最新機器を地域全体で共有することができ

るのである。

大手町地区でのスパイラルアップ効果
弊社ではこれまで6地区で地域熱供給を実施している。

大手町地区はその中で最も古く、1976年に供給を開始

している。この地区に2012年10月、大手町フィナンシャ

ルシティサブプラント（以下、OFCサブ）を新設した。そ

れにあわせて、既存の大手町センター、大手町カンファ

レンスセンターサブプラントとの連携運転を2013年3月

から開始している。

既存2プラントのみの連携時の上半期冷熱システム

COPは1.167であった。OFCサブは単体でCOP1.737あ

り、3プラント連携後は、2013年度上半期の全体COP

が1.404となり、効率が20％上昇した（図4）。

OFCサブ自身の効率も、負荷が少ない時期ではあっ

たが、連携前と比較して、大きく向上した。ベースプラ

ント以外のプラントは効率が低下すると考えられるが、

全体ではベースプラントの負荷率が向上することによる

効率向上底上げ効果が大きく、連携全体では元の高効率

プラントの効率を上回り、連携によって個々の能力（効

いインバータ冷凍機をベースロード部分の運転に充当さ

せることで、大きな効率向上効果を生むことができた。

また、冷熱源リニューアルを実施した事例においては、

46％の効率向上を達成したプラントと、何も工事をして

いないもう1つの別プラントと連携させた。熱の融通量

には制限があり、約9％程度の熱融通をさせただけであ

ったが、2プラントの全体効率を37％向上させる効果を

得ることができた。

地域熱供給の個別熱源に比べた優位性
効率の向上は個別熱源機においても進められていく。

地域熱供給は個別の冷暖房方式に比べて14％ほど効率

が高いとした場合でも、毎年1％ずつ個別熱源の効率が

向上されて、それを導入した建物が新築されれば、10

数年後の最新の個別熱源に効率面で追い抜かれる可能性

がある。

しかし、竣工時においては最高効率の熱源であっても、

数年後には相対的に効率が落ちることとなるため、プラ

ントを連携させて、その時々の最新技術を連携内に導入

して効率向上を行なうことが出来れば、地域熱供給は古

いプラントを含め継続的に個別熱源を上回ることとなる。

地域熱供給はこのように都市の発展、再開発にあわせ

てネットワーク化・連携することによって、地域全体の

エネルギー効率を連続的にあげる重要な都市のエネルギ

ー代謝システムとなると思われる。

（丸の内熱供給㈱常務取締役開発部長　佐藤 文秋）

図 3　エネルギー効率向上と

　　　スパイラルアップ効果

図 4　3 プラント連携によるスパイラルアップ効果事例（冷熱）
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20％向上

率に引き上げられる。

連携後、連携内の古いプラント

をリニューアルして効率を向上さ

せれば、それに伴ってまた全体効

率が引き上げられ、旋回しながら

効率向上するような構造をつく

ることができる。それを弊社では、

「スパイラルアップ効果」と呼んで

いる（図3）。
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駅 率）を超える引き上げ効果が得られることになる。

大手町地区には上記以外に4つのプラント（メ

イン・サブ合計）があるが、連携による熱融通量

が小さくても、低負荷部分の効率向上効果が大き


